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1A20 日本型の効果的な 技術移転システムのあ り方に関する 実証的研究 

0 菊本 虔 ( 筑波大先端学際領域研究センタ 一 ) 

1 . はじめに 

二か - まで、 大学から産業界への 技術移転は、 その 多 ぐが 研 ，九者と企業どの 間の偶人的な 

レベルで行われてきた．ため、 合理的な技術移転ジステムが 構築され・ て二 なかっだ。 本調査 

研究では、 技術移転の二つの 方式、 すなわち大学の 技術シーズを 出発点とする 方式と、 企 

業 二・一 ズな も とに共同研究を 組織ずる方式について、 それぞれのメリット ，デメリットを 

f 食前 i し、 そ ㈲最も適切な 組み合わせ万を 探り、 それを 伶 ; 国の人平等に 普及していぐことを 

めざしている。 

2. 本研究の背景，方法 

本研究では、 茨城県 " ら 委嘱。 さ " で ; 、 る， 。 ッェ キス " 一ト および県内在住の 技術士を 

対象として、 技術移転に関する :: つ め方法、 すかわら、 大学の技術， 一ズ 移転型と企業 =- 

  一 ズ 出発型に・関して、 こおー ら 両 。 式の持っ利点や 問題 " などに，いて、 アシケ ー 。 " 査を 

文範 し ・ だ ， デクソェキ ス 、 バ - ト ま j よび技術士は・ どもに実際Ⅰ企業㈲ 現場 で ㏄技術的課題 

に接触 ナ 6 機会 " 多く、 そこ・で技術者を 指導した - 豊富な経験を 持つこ - とに右目 l-, て 、 それ， 

ら小 アレ 斤一   ト調査の結果を 分析することにより、 両方式の特徴と 問題点、 に迫ろ，とする 

i.,(7) であ る。 

3. 大学の技術シ @ ズ移転型技術移転システムの 問題点 

大学の技術 " ン一ズ 移転型技術移転システムの 問題点については         まず、 大学側 ヴ ) 情報， 5; ， 

不足しているという 回答が多いのが 特徴であ る。 大学の技術 シ - ズ 集が人手しにぐいとい 

う意見が、 テクノ ェ キス バ - トで 47.1 叫 ，、 技術士では 78 Ⅱ %0 にも達している。 また、 交流 

会やセミナ - についでも、 ぞもそも情報が 火干しにくいという 意見がテクノ ェ キスバート 

で 27.9% 。 、 技術十で 56.2%0 となっている。 -- 般に、 大学の情報については ] 技術士 り 方が   

つまり、 上り民間企業に 近いほど、 入手しにぐいという 結果が出ている。 

また、 大学の技術ジ ーズ 集を使いこなせる 企業が少ないとする 者は、 テクノ ェキ スバー 

トの方の割合が 高 く 、 技術士が 37.0 胚であ るのに対して、 46.2% となっでいる " これに 対 

l, で、 企業側に大学の 技術シ - ズ活用の意欲があ まり感じられないとする 者は、 テクノ ェ 

キ スバート 鈍 Ⅰ弘に対して、 技術士 は 45.2%0 と高い割合を 示しでおり、 大字の技術シーズ   

移転型に内在する 本質的な問題がこれらに 現れている， 

4. 企業ニ - ズ出発型技術移転システムの 問題点 

" 葉二 一 ， " 発型 ㈲技術移転 シ，デムめ 問題点として ぽ、 全 i; なに回答が分散している 傾 

向 があ る " 、 テク ，ヱ キス " 一トで 最も回答 " 多 。 っ たもの ぱ 、 大学と連携して 共同研究 

も :   干い - ラレ」     う 意欲のあ る企業が少ないとするも " で 明 @3% を占めてむ 、 る ，これは 次 

                                のが、   企業自体内村     の ニーズの把握ができていないれよ y0 であ ， だ。 一般に 、 テ 
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ク / エキスパートの 場合、 企業に対して 厳しい回答となっている。 

これに対して、 技術モの方は 、 最も多い回答が、 企業ニーズを 相談できる大学の 窓口 整 

備や広報活動が 不十分とするもので、 54.8% 。 あ った。 これに先程の、 大学と連携して 共同 

研究をしていこ う という意欲のあ る企業が少ないとするものが 次いでおり、 42.5% の回答 

であ った。 この結果、 テクノ ェ キスバート c り 方が、 企業に対して 悲観的な見方をする 者が 

多かったことになる。 しかし、 この方式にとって 最も本質的な 問題点となる、 企業のニー 

ズに大学は対応できない、 とする回答はテクノエキスバートおよび 技術士とも、 決定的に 

多いというものではなかった。 

5. 技術移転に効果的な 方式 

5,1  大学の技術シーズ 移転型と企業ニーズ 出発型のどちらが 効果的か 

大学から産業界への 技術移転に関して、 大学の技術シーズ 移転型と、 企業ニーズ出発型 

のいずれが効果的であ ると考えるかという 質問に対しでは、 大学の技術シーズ 移転型を単 

独で答えた者は、 テクノ ェ キスバートおよび 技術士ともに、 それぞれ 5.8% と 9.6% という 

ように 1 桁台の低い数字となっている。 これに対して、 両者と も、 最も多かった 回答は、 

どちらも評価できる、 という回答であ った。 ( それぞれ 35.6% 、 53.4% であ った。 ) 企業 =. 

一ズ 出発型も、 テクノエキスパート、 技術士共に 28.8%0 とかなり多い 回答となっている。 

5,2  % 別の意見と両方式の 利点・問題点 

個別の意見のうち、 主なものとしては 次のような意見が 提出された。 

5.2-1  大学の技術シ - ズ移転型に賛成する 理由 

・ 企業ニーズ出発型 は 二番手型となり、 Top はとれないため。 

  大学の研究は 自由であ るべきであ る。 企業ニーズから 出発すると企業の 現状に拘束 

されて、 研究の自由が 失われる。 

  自由な発想、 よりのスタートが、 より適確な応別品にっながる。 

  企業ニーズに 傾斜すると、 学問的水準が 低下する。 便利屋に堕ちでしまう。 大学は 

企業内研究所に 近づいたら必ず 企業内研究所に 負ける。 ( 金のかけ方がちが ぅ ) 大学 

はもっと広く、 そして 10 年単位で先を 見た研究をずるところだと 思 う 。 

5-2.2 企業ニーズ出発型に 賛成する意見 

  発見は研究開発の 現場で得られる。 シーズあ りきでなくニーズに 取組みながらシー 

ズを発見することの 方が効果的。 

  ①シーズ移転型は 実施困難 : 企業はそれなりに 経営計画を立て 経営して L. 、 るので、 

ニーズのないところへ 新規シーズを 当てはめるのは 難しい。 たまたま双方の 血 比 re8t 

が 合致するチャンスは 少ない。 ②企業は大中小ともそれなりに 成長のために 色々な 

アイディアを 持って有利な 展開を図ろうとしている。 つまり、 ニーズがあ って最適 

解を得。 たぅ としている。 

  市場・コスト 評価抜きでは 技術移転は困難。 また、 市場開拓・市場創生への 先行 役 

資に対するコスト 低減策などを 見極めることが 必要。 

㌃ 2-3 複合型技術移転システムに 賛成ずる意見 

  場合によって、 どちらが効果的かは 決まる " ①企業が明確な 目的をもっており 技術 

移転を希望している 場合 づ ( 企業ニーズ出発型 ) ②企業側が明確な 目的をもって お 

らず漠然と将来を 模索している 場合 づ ( 技術シーズ移転型 ) があ る " とにかく、 企 
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業 と大学の間の 普段からの密接なコミュニケーションが 必要。 

  高度な技術移転に 関しては、 シーズ移転型の 方が素早い市場展開が 図れると思 う 。 

ただし、 技術テーマがマッチすればという 条件付であ る。 企業にとっては 負担が 蒐 

いが、 大学側で基礎研究が 完了しているような 易しいレベルの 技術に関しては 企業 

ニーズに対する 大学の迅速な 対応によって 効果的な市場展開が 図れると用、 う 。 

6, まとめ 

これまでに検討を 進めてきたことから、 技術移転の二つの 方式、 すな む ち、 大学の技術 

、 ン一ズ 移転型と企業ニーズ 出発型については、 それぞれ、 利害得失を有することがわかっ 

穴こ   

6.1  大学の技術シーズ 移転型の問題点 

まず、 大学の技術シーズ 移転型に づ 。 てば、 次のような問題点を 持っでいる。 

1 )  平成 nl 年に行った全国の 大学教員対象調査でほ、 日本の大学での 研究テーマ の 

設定の仕方で、 現実の社会経済上の 必要性や企業における 具体的技術上の 課題を常 

に考慮すると 答えたものは、 国立大学では 2n0,4/0 に過ぎな ;, 、 " 。 

しだがって、 大部分の教員 住 研究テ - マの設定にあ だって、 社会経済 ヒの 必要性 

をあ まり考慮していないことになる ， ニ のように、 応用を意識せず 研究を行った 場 

合には、 技術移転を実現するのは 困難であ る 2 Ⅰ ， 

つまり、 大学の技術シーズ 移転型については、 日本の大学での 研究活動の実態と 

の関連という、 根本的な課題がそ 二には潜在しているのであ る。 

2)  今回のアンケート 調査でも指摘されているように、 大学から企業への 技術移転を 

果たすためには、 市場調査、 コスト計算および 工場生産の具体的な 可能性 ( 技術・ 

コスト・時間など ) を併せて検討し、 その結果を持っていることが 不可欠であ る。 

@, かしながら、 これらの ヂ 一夕を大学として 用意するのは 不可能に近い。 また、 民 

間企業に委託するにしても、 例えば、 1 件 あ たり 40 ～ 50 万円の経費では、 とても 

これらの評価を 実施することはできない。 つまり、 大学の技術シ - ズ移転型にっ い 

ては、 日本の大学にもともと 技術移転するのに 適した研究・ 技術シーズが 少ないと 

いう問題と、 技術移転する 際には移転を 受けるべき相手方が 必要とするデータを 用 

煮 することができない、 という問題があ るのであ る。 

6-2  企業ニーズ出発型の 問題点 

企業ニーズ出発型の 技術移転システムについては、 以下のような 問題があ る。 

1 )  企業ニーズは、 当該企業の経営戦略とも 関わっており、 企業秘密に属する 部分も 

あ るので、 中小企業者は 外部に出したがらない、 したがって、 リエゾン活動として、 

企業ニーズを 把握するのは 極めて困難であ る。 

2)  企業ニーズ、 特に中小企業のニーズに 応じた研究 は 、 - 般に短中期的な 研究テー 

マであ ることが多 く 、 大学の研究者が・このような 研究に多くの 時間を取られるこ 

とになると、 大学の研究全体が 衰退することになるのではないかという 懸念があ る。 

6-3  校合型技術移転モデルの 必要 佳 

以上のように、 大学の技術ジ ーズ 移転型についても、 あ る。 ぼ 企業ニーズ出発型にして 

も、 それぞれ利害得失を 有しており、 それらを簡単に 整理すると以下のようになる。 

つまり、 これら両方式については、 どちらか一方のみで 対応できるわけではなく、 場合 
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に 応じて両者を 使い分けることが 必要であ る。 このように考えると、 工手 系 のように、 常 

に企業と共同研究等が 実施されているような 場合は、 研究テーマの 設定の段階から、 応用 

を意識したテーマの 設定が行われていることが 多いとみることができるので、 大字技術 シ 

一ズ 移転型であ っでも、 比較的容易に 技術移転を行うことができる。 また、 本来研究者の 

自由な発想にもとづいて 研究が行われるべき 場合も同様に、 この方式によることが 望まし 

いと考えられる。 

また、 他方、 大学が地域との 関係を深め、 社会的貢献を よ り目に見える 形で 果 たした い 

と 考える場合や、 地元の中小企業が 研究開発の明確な 目標を持っている 場合、 短中期的な 

研究開発計画であ る場合などには、 企業ニーズ出発型の 方式によることが 考えられる。 

なお、 本調査によって、 効果的な技術移転を 論じる以前に、 「共同研究に 対して意欲的 

な 企業が少ない」 や 、 「企業自体のニーズ 把握ができていない」というた、 日本の中小企業 

の産学連携に 障害となる実態が 部分的にしろ 浮き彫りとなったことは 重要であ る。 

産学連携の障壁となるものは 様セ あ り、 例えば 1. 使命や目的における 固有の相違点、 、 2. 

組織構造や方針の 相違、 3. 個々の研究者の 方向性や理念、 関心の相違、 4, 連携のだめの 制 

度や仕組み、 5. 利益とコストの 対立、 6. 産学連携の評価方法の 模索、 ど 。 った 問題 3, も 根 

底 に存在するのは 事実であ る。 だが産学連携ぼこのような 問題を抱えながら、 短期的な連 

携ではなく、 長期的な連携が よ り大きな利益をもたらずとも 考えられる 4, 。 今後は産学 連 

携 は 関わる問題点を 個々に検証しながら、 二つのタイプの 技術移転方式を 常に意識しつつ、 

長期的な視野に 立って、 技術移転の障害 ど なる事項を除去することのできる 条件について、 

個別に検討を 加えていくという、 地道な努 ; りが日本における 効果的な技術移転を 考えてい 

く 上で必要となろ       
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